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自己紹介

• 核のごみキャンペーン関西 メンバー

月に１度程度例会を持つ市民グループ

• はんげんぱつ新聞編集長

• 京大原子炉増設反対運動から始めた反原発
運動 ４０年以上関わる

• 最近は、関電の金品不正還流を追及

• 元 大阪府職員（環境行政担当）



京大衛生工学科で
受けた授業では



放射性廃棄物の
処分を研究する
実験室から

教官秘密会議？
に単身乗り込み
汚染隠しを暴露

たれ流したのは
①放射能

②たれ流すことを
平気な人材

③たれ流すことで
成立つ技術学問

１９７９年





火力発電と原子力発電は湯沸し装置



核分裂の熱エネルギーでお湯を沸かす
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小出裕章氏作成の図から



プルトニウム利用の幻想
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使用済み燃料の再処理方針

実現の見込みなし



再処理工場で廃液をガラスで固める

核燃料

硝酸で
溶かす

ウラン、プルトニウム
分離後の

高レベル廃液



ガラス固化体１本に広島原爆約３０発分の死の灰





4万本規模の処分場とされるが

現在日本が保有するプルトニウム４６ｔに対しても
余剰ではないかとの批判



現在ある高レベル廃棄物 ２０２３年３月末

ガラス固化体

東海再処理工場 ３５４本

六ケ所再処理工場 ３４６本

六ケ所返還廃棄物
管理施設

１８３０本

小計 ２５３０本

使用済み燃料

六ケ所再処理工場 ２９７０tU
３７１０本相当

各原発 １６５１０tU
２０６４０本相当

小計 ２４３５０本相当

計 ２７０００本相当

ガラス固化体

六ケ所返還廃棄物
管理施設 返還予定

約３１０本

同 低レベル交換 約７０本

小計 約３８０本

高レベル廃液

東海再処理工場 ３５７m3
５２０本相当

六ケ所再処理工場 ２４４m3
４６０本相当

小計 ９８０本相当

総計 ２８０００本強

NUMO説明外



ガラス固化体の処分場計画は
机上の空論

国名 処分対象 処分候補地

ﾌｨﾝﾗﾝﾄﾞ 使用済燃料 オルキルオト

アメリカ 使用済燃料

軍事用は固化体

未定

ｽｳｪｰﾃﾞﾝ 使用済燃料 エストハンマル

ドイツ 使用済燃料

ガラス固化体

未定

（ｺﾞｱﾚｰﾍﾞﾝ撤回）

フランス 使用済燃料

ガラス固化体

ビュール研究所
の近く



日本列島は変動帯

1977年1月から2012年12月まで
に発生したマグニチュード5以上
の地震



地層処分場の安全性は？



日本は地下水が豊富

フランス ビュール地下研 岐阜 超深地層研究所



わずか10年で地表に漏れだす

再処理工場の
雑多な廃棄物

高レベル処分場
に一緒に埋設
される



ＴＲＵ廃棄物とは
再処理工場で発生する雑多な危険物





NUMO技術部長

部長 「ヨウ素129などは陰イオンで岩盤吸着しない。
技術課題として認識している。」

私 「だったら天然バリアなどという概念は存在しない
のに説明していることになる。」

部長 「おっしゃるとおり。返す言葉がない。」

2015年10月に核ごみキャンペーン関西例会で



ガラス固化体不良品（イメージ）

六ケ所アクティブ試験で製造されたガラス固化体 計117本
うち 通常：54本

逸脱：39本
非定常：26本(2本は逸脱と重複）

（イエローフェーズ）



ガラスくず・粉末も埋設

• 再処理工場の操業で、高レベル廃液と混ざっ
たガラスくず・粉末が発生

• TRU廃棄物として、モルタル充填で埋設予定

イメージ



米 WIPP
• 世界で唯一稼働している深地層処分場

処分深さ６５５ｍ

• 搬入廃棄物は核兵器の研究開発によって生
じたTRU廃棄物（プルトニウムや汚染された
布、工具、ぼろぎれ、残渣、破片、土壌など）

• ２０１４年に火災事故と爆発事故





坑道の水没

坑道の落盤、閉塞

高レベル廃棄物の落下

換気の停止による温度上昇
有害ガスの発生、爆発

など事故はいくらでも
起こりうるんじゃないの



戒厳令が予想される搬入作業

・50年以上続く操業期間中に
輸送中の高レベルが津波に襲われたら・・



高レベル処分法（2000年成立）
↓

原環機構の公募（2002年から）



2006年から2008年ごろ
対馬でも誘致の動き顕在化

２００７年 高知県東洋町





2017年7月28日公表「適地マップ」



処分地選定の第１段階 文献調査
北海道寿都町、神恵内村で２０２０年秋から



交付金で調査を推進

• 文献調査で最大２０億円

次の段階の概要調査 最大７０億円

• 科学的特性とは関係なしの応募に

• 交付金目当てで調査だけを狙う自治体？



報告されている分断

• 賛成・反対に分かれ、挨拶、会話なくなる。

• 賛成派・反対派の店に行かない。

• 水害の際に、町長が反対派のいる避難所へ
見舞いに訪れず

マスコミも
たびたび分断を報道



市町村の責務とは

• 地方自治法第１条の２

地方公共団体は、住民の福祉の増進を図るこ
とを基本として、地域における行政を自主的か
つ総合的に実施する役割を広く担うものとする

• 福祉とは

公的な配慮・サービスによって社会の成員が等
しく受けることのできる充足や安心

議員や市長が、分断を選ぶのか、安心を選ぶ
のか



文献調査だけ？







文献調査

・文献の収集

・文献の評価

文献調査

・報告書の

作成

概要調査

地区案
知事意見

当初 約２年と説明された。

昨年１１月に２年経過

文献調査

・文献の収集

・文献の評価

評価の

基準案を

審議会で

議論

文献調査

・報告書の

作成

２町村が

✕でもOK
第３地区で

調査

２町村の調査

前へ進まない

第３の地区待ち？

処分地選定作業は振出しに戻る形

現在



２月１０日閣議決定



GX方針の「原子力の活用」

六ヶ所再処理工場の竣工目標実現などの核燃
料サイクル推進、廃炉の着実かつ効率的な実現
に向けた知見の共有や資金確保等の仕組みの
整備を進めるとともに、最終処分の実現に向けた
国主導での国民理解の促進や自治体等への主
体的な働き掛けを抜本強化するため、文献調査
受入れ自治体等に対する国を挙げての支援体
制の構築、実施主体である原子力発電環境整備
機構（NUMO）の体制強化、国と関係自治体との

協議の場の設置、関心地域への国からの段階
的な申入れ等の具体化を進める。



最終処分法に基づく基本方針改訂



長崎新聞 ６月１７日



５月２７，２８日
札幌で

どうする？
原発のごみ

全国交流集会





現在の政策の根本的問題点

• 破綻した使用済み核燃料の全量再処理計画

• 原発推進と紐づいた最終処分事業の目的

• 唯一の選択肢としての地層処分

• 首長主導による不透明な応募方式

• 交付金誘導による問題

• 地域の分断を伴う最終処分地調査



脱原発による総量管理と長期保管

• 脱原発を先延ばしにして高レベル放射性
廃棄物を無尽蔵に増大させるのでは処分の
あり方に合意が得られないことは明らか

• 期限を付さない長期的な保管を前提に代替
案を考えるべき

• もともとリスクの高い高レベル廃棄物は
どのような処理処分をしようと、リスクをゼロ
にすることはできない



排出者責任か国の責任か

• これまで原発で電気を生産してきた電力会社
に責任があることは言うまでもない

• 原子力は国策民営として進められていた
経緯もあり、国の責任も免れない

• 公的機関として「放射性廃棄物管理機関」を
設立し、そこが業務を行うという考え方も
– 電力会社の免責につながらない制度設計必要

– 民主的な監視機関も併せて設置することが必要



世代間倫理、地域の公平性に対する
考え方

• 地層処分では、将来の世代に生活環境に
漏れ出して、何らかの影響を与えることが
避けられない

• 放射性廃棄物を作り出すことは、世代間倫理
としては許されないこと。次善策は、これ以上
放射性廃棄物を作り出さないこと

• 地域間の公平性は、納得感が得られるまで
熟議を繰り返すしか、対処の仕方はない



参加と熟議による意思決定の確立を

• 原子力の推進から独立した「公論形成委員
会」を設立し、政策議論を

• オーフス条約などグローバルスタンダードに
沿って、市民の参加を保障

• 様々な情報が公開され、十分に提供されるな
ど、熟議を促す仕組みづくりも必要



長期保管のための新たな研究体制

• 地上での保管か、浅い地下での保管か、
保管容器の形状や耐用期間をどう設計するか、
など研究課題

• 北海道幌延町の深地層研究所は閉鎖を

• NUMOから処分地選定と処分実施の任務を

削除し、日本原子力研究開発機構の研究部門
を統合して、新たな研究組織を



現行法を廃止し、
「高レベル放射性廃棄物の長期管理に関する法律」

• 定義：高レベル放射性廃棄物とは、使用済燃料、ガ
ラス固化体、同等の濃度をもつ廃棄物

• 基本方針：高レベル放射性廃棄物は、地上ないし
半地下で長期保管

• 長期保管を行う場所についての規定：民主的な
議論により定める

• 長期保管地の選定方法：どのような手続きとするの
がよいか、衆知を集めて定める

• NUMOに代わる管理機構、公論形成委員会、
新たな研究体制



提言全文は 個人ＨＰ「環境と原子力の話」で

「末田一秀」で検索









不都合な真実を説明しない国や
NUMOが信頼されるはずがない

では、どうすべきか
バケツから水漏れが
あれば蛇口を閉める

核のごみの議論だけ
ではなく

一日も早い脱原発を
どうすれば達成でき
るか議論を



核のごみ問題で問われているのは
民主主義

仏・ビュール村村長アントワーヌさん

「20年前に村議会で研究所受入れだけを議決しました。
放射性廃棄物に対して同意していません」

「計画が進むにつれて

扉が閉ざされていき、

直接地元の関係者の

意見をきかずに

決定が下されるのです」

2018年11月18日放映JNNドキュメンタリーから



スライドショーもご覧ください

核のごみキャンペーン関西制作

YouTubeで視聴可

「末田一秀」で検索

「環境と原子力の話」に

リンクあり

高レベル放射性廃棄物とは‥？
地層処分は本当に可能か その危険性（基礎編）
地層処分は本当に可能か その危険性（上級編）
処分地選定の問題点
核のごみ いかにあるべきか

中間貯蔵の問題点 各10数分



パンフも

危険性等を末田
手続きの問題を伴さん
４００円

交付金の問題を松久保さん
２５０円


